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民需 代理店 官公需 外需

製造業 非製造業
船舶・電力除く 船舶・電力除く

前期比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比

2015 1-3月 6.3 2.3 8.5 ▲ 4.7 4.4 10.9
4-6月 2.9 12.1 ▲ 1.7 1.1 4.0 ▲ 5.7

7‐9月期（見） 0.3 ▲ 3.6 1.7 ▲ 2.1 ▲ 8.5 8.0

2014 7月 7.4 13.7 ▲ 0.5 2.4 5.4 ▲ 36.8

8月 2.3 ▲ 3.3 6.0 ▲ 1.9 ▲ 23.5 19.6

9月 2.4 6.7 0.3 0.7 17.8 ▲ 7.5

10月 ▲ 3.5 ▲ 2.9 ▲ 2.8 3.4 3.2 0.9

11月 0.1 ▲ 1.9 ▲ 2.9 ▲ 6.1 ▲ 4.3 ▲ 7.0

12月 5.6 10.4 5.0 8.1 6.9 0.1

2015 1月 2.5 ▲ 3.2 8.0 ▲ 6.0 23.7 14.2

2月 ▲ 1.4 ▲ 0.6 ▲ 5.0 1.7 ▲ 19.3 6.6

3月 2.9 0.3 4.7 ▲ 8.2 ▲ 19.3 ▲ 13.5

4月 3.8 10.5 ▲ 0.6 9.7 45.3 ▲ 7.0

5月 0.6 9.9 ▲ 4.0 ▲ 12.0 ▲ 17.8 3.7

6月 ▲ 7.9 ▲ 14.0 0.6 17.3 6.8 20.3

7月 ▲ 3.6 ▲ 5.3 ▲ 6.0 ▲ 10.2 ▲ 27.0 10.2

(出所）　内閣府「機械受注統計」。2015年7－9月期は内閣府見通し。  
 
 

○７－９月期は減少の公算大 

2015年７月の機械受注（船舶・電力除く民需）は前月比▲3.6％となった。市場予想（コンセンサス：同

＋3.3％、レンジ：同▲0.3％～＋6.5％）は６月（同▲7.9％）の大幅減少からの反発を見込んでいたものの、

期待を裏切られる形となった。この結果、７月の水準は４－６月期平均を▲8.7％も下回っている。なお、

内閣府は基調判断を「機械受注は、持ち直している」から「機械受注は、持ち直しの動きに足踏みがみられ

る」に下方修正した。 

筆者は前月時点で、７－９月期の内閣府見通しの前期比＋0.3％については下振れリスクが大きいものの、

単純見通しの同▲3.6％については十分達成可能とみていた。しかし、今月の結果を受けて単純見通しの達

成には８月、９月がそれぞれ前月比＋5.5％の増加が必要となり、達成のハードルは高まった。７－９月期

の機械受注は単純見通しさえも下回る減少となる可能性が高い。 

機械受注は振れの大きい統計であり一喜一憂はできないが、今月の結果や８月の工作機械受注（内需）が

大幅に減少していたことに鑑みると、先行き不透明感は強まっている。 

 

○需要者別の動向 

７月の機械受注を需要者別にみると、製造業は前月比▲5.3％と２ヶ月連続の減少となった。６月（同▲

14.0％）と７月の減少で、４月（同＋10.5％）、５月（同＋9.9％）の増加分を吐き出した。減少に寄与し

たのは、食品製造業（同▲62.2％）、電気機械（同▲27.3％）などだ。水準は過去と比べて高いことを踏ま

えれば、現時点では悲観するほどではないとみているが、前述したように先行きの動向には警戒が必要だ。
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非製造業（船舶・電力除く）は同▲6.0％と減少した。農林漁業（同▲44.3％）、通信業（同▲29.6％）、

情報サービス業（同▲19.7％）が減少に寄与した。農林漁業はリーマンショック時を下回る低水準となった

ほか、通信業は４月に急減した後、水準を大きく切り下げたままだ。非製造業は11業種中８業種が減少とな

るなど、足取りは鈍い。 

その他、外需は前月比＋10.2％、官公需は同▲27.0％、代理店は同▲10.2％となった。 

 

○設備投資は再び増加へ 

４－６月期ＧＤＰの実質設備投資は前期比▲0.9％と減少したものの、設備投資の先行指標である機械受

注は４－６月期まで堅調だったことを踏まえれば設備投資は再び増加に転じるとみている。設備投資を取り

巻く環境を見ると、低水準にある原油価格を背景としたコスト減などを受けて企業収益は好調を維持するこ

とが見込まれるほか、設備過剰感の解消など良好な状態にあるとみられる。こうした要因を背景に、設備投

資は緩やかな増加基調を辿ると予想している。 

ただし、海外経済を見ると、中国･アジア経済は依然低調を抜け出せておらず、輸出や生産の伸び悩み、

引いては設備投資の増加ペースが抑制される可能性がある点には注意が必要だ。 
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（出所）内閣府「機械受注統計調査」 


